
１．はじめに

小稿の目的は，２００５年調査のインドネシア家計費調査スサナスの個別結果表

を用いて，ジャワ島内家計の貯蓄行動を，ライフサイクル仮説によって説明で

きる貯蓄関数の計測が可能かどうかの検討を試みることである。

２００５年時点に，インドネシアの貧困水準以下の人口比率が都市部で１１．４％，

および農村部で１９．５％も存在し，未だ，インドネシアにおける貧困問題は解消

せず，依然として所得格差が存在しているといえる。他方，世帯主年齢別稼得

所得と消費支出総額と粗貯蓄とに目を転じると，これらの分布はライフサイク

ル仮説によって説明できる可能性を示唆する。ライフサイクル仮説に従って，

貯蓄行動を説明できるのであれば，貧困問題解決の一要因である資本蓄積に対

する視点を，ミクロレベルから提示できることになる。

筆者は別の機会に，インドネシア家計の所得の変動に比べて消費支出総額の

変動が小さい消費支出平滑化説明仮説として，インドネシア家計費調査スサナ

スの個別結果表から作成した疑似パネルデータから消費保険仮説の妥当性を検

討し，農村家計において，消費保険仮説の妥当性を示した(1)。恒常所得仮説

（＝ライフサイクル仮説）も，消費支出平滑化説明仮説の一つであり，小稿の

試みは，前稿と相容れないものであると，読者が考えるかも知れない。しかし，

前稿において，消費保険仮説は，農村家計で妥当性を示したが，都市家計でそ

うでなかった。したがって，都市家計の消費支出平滑化説明仮説を探索するこ

とが必要である。また，インドネシア家計の消費行動を明らかにするために，
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この分野の研究の蓄積が必要であるが，筆者の寡聞によれば，その蓄積は僅少

である。したがって，小稿の試みは，有意義であるといえる。

小稿の課題への接近方法は，２００５年調査のインドネシア家計費調査スサナス

の個別結果表を用い，インドネシアの人口の３／５が居住するジャワ島の家計の

貯蓄行動を，ライフサイクル仮説によって説明できる貯蓄関数の計測が可能か

どうかの検討を試みる。この場合，ジャワ島内の全家計と，それを都市家計と

農村家計とに分割した場合とについて，恒常所得を推計し，それぞれの貯蓄関

数の推定を試みる。

インドネシアの家計調査は，インドネシア語で，Survei Sosial Economi

Nasional（英語訳：National Socio-economic Survey）と呼ばれ，略して，スサナ

ス SUSENASと呼ばれている。以下，小稿において，インドネシアの家計調査

をスサナスで表す。使用したデータは，ジャワ島部分（ジャカルタ特別州，西

ジャワ州，中部ジャワ州，ジョクジャカルタ特別州，東ジャワ州およびバンテ

ン州）におけるスサナスの２００５年調査対象とのコア部分の家計サンプルとモ

ジュール部分の家計サンプルとを照合し，統合したものである。

以下，２において，分析に利用するデータであるスサナスについて説明する。

３において，ジャワ島内家計の家計所得の収支特性を，スサナス個別結果表を

用いて，記述統計から明らかにする。４において，恒常所得を推計し，貯蓄関

数を推定する。５はむすびにあてられる。

２．データ

スサナスは，コア（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎

年実施される。コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュー

ル部分は，（１）消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，

犯罪と国内旅行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される。分析に用

いた２００５年スサナスは，消費と所得とが，モジュールとなった年である。

２００５年調査のスサナスの場合は，２０００年の人口センサスをベースとしたマス

ター・サンプリング・フレームを用いて，都市部と農村部との調査地域が決定
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された。そして，都市部では，２段階の選択基準で，また，農村部では，３段

階の選択基準で，１調査地域より１６戸の家計がサンプルとして選択され，調査

が実施された(2)。なお，都市部と農村部との判別は，調査地域の人口密度，農

家家計の割合および公共施設へのアクセスとについて作成したスコアを用いて

おこなわれている。

分析に用いられたデータは，インドネシア人口の３／５が居住するジャワ島部

分（ジャカルタ特別州，西ジャワ州，中部ジャワ州，ジョクジャカルタ特別州，

東ジャワ州およびバンテン州）の２００５年を調査対象として実施されたスサナ

スの個別結果表のコア部分とモジュール部分とである。コア部分には，調査

家計の家族の個人情報が含まれ，モジュール部分には，調査家計の詳細な消

費と所得との情報が含まれている。小稿において，コア部分の家計サンプル

（９０，０６８）から，サンプルコードを照合キーとすることによって，モジュール

部分の家計サンプル（３０，０５６）に対応するコア部分の家計サンプルを抽出し，

両者を統合した。

表１は，２００５年スサナスのジャワ島内モジュール部分の家計サンプルの州別，

都市農村別分布状況を示したものである。ジャワ島全体のサンプル分布を見れ

ば，都市部のサンプル数が５０．０％，および農村部のサンプル数が５０．０％となり，

都市部と農村部とにサンプルが均等に分布していることがわかる。

州別サンプル割合は，ジャカルタ特別州が９．６％，西ジャワ州が２２．８％，中

部ジャワ州が２４．８％，ジョクジャカルタ特別州が７．６％，東ジャワ州が２９．１％，

およびバンテン州が６．１％となり，ジャカルタ特別州，ジョクジャカルタ特別

州およびバンテン州の割合が一桁となり，西ジャワ州，中部ジャワ州，および

東ジャワ州の割合が，二桁となっている点が観察される。そして，ジャワ島全

体では，都市部と農村部とにサンプルが均等に分布していたが，その分布型は

州によって異なる。中部ジャワ州と東ジャワ州とにおいて農村部のサンプル分

布が都市部より大きくなっており，ジョクジャカルタ特別州において，都市部

のサンプル分布が農村部より大きくなっている。西ジャワ州の場合，比率は近

似的であるが，農村部のサンプル数が，都市部のそれより多く分布している。

バンテン州の場合も，比率は近似的であるが，都市部のサンプル数が，農村部
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のそれより多く分布している。州別に観察すると都市部と農村部との分布が異

なっているが，サンプルの決定が，人口分布によってなされていることから，

これらサンプルを用いて，以下分析を進める。

３．家計収支

家計における家計費の配分において，最大の関心事は，稼得所得で消費支出

を賄えるかどうかであろう。スサナスのモジュールにおける稼得所得は，労働

所得，農業所得，家内企業所得，および財産所得の４種類が調査計上されてお

り(3)，小稿において，これら４種類の所得の和を家計所得とし，これから消費

支出総額を控除した額を，家計費収支とした。この家計費収支に移転収支を加

表１ 州別都市農村別サンプル分布（ジャワ島，２００５年）

都 市
（１）

農 村
（２）

合 計
（３）

実 数
（万戸）

ジャカルタ特別州 ２，８９１ ０ ２，８９１
西ジャワ州 ３，３５８ ３，４９２ ６，８５０
中部ジャワ州 ２，９６９ ４，４７２ ７，４４１
ジョクジャカルタ特別州 １，３２４ ９６０ ２，２８４
東ジャワ州 ３，５３５ ５，２２１ ８，７５６
バンテン州 ９４２ ８９２ １，８３４

ジャワ島（合計） １５，０１９ １５，０３７ ３０，０５６

構成比（A）
（％）

ジャカルタ特別州 １００．０ ０．０ １００．０
西ジャワ州 ４９．０ ５１．０ １００．０
中部ジャワ州 ３９．９ ６０．１ １００．０
ジョクジャカルタ特別州 ５８．０ ４２．０ １００．０
東ジャワ州 ４０．４ ５９．６ １００．０
バンテン州 ５１．４ ４８．６ １００．０

ジャワ島（合計） ５０．０ ５０．０ １００．０

構成比（B）
（％）

ジャカルタ特別州 １９．２ ０．０ ９．６
西ジャワ州 ２２．４ ２３．２ ２２．８
中部ジャワ州 １９．８ ２９．７ ２４．８
ジョクジャカルタ特別州 ８．８ ６．４ ７．６
東ジャワ州 ２３．５ ３４．７ ２９．１
バンテン州 ６．３ ５．９ ６．１

ジャワ島（合計） １００．０ １００．０ １００．０

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
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算した結果を小稿において，粗貯蓄と定義した。この貯蓄は，広義の貯蓄に分

類できる。

表２は，表１に対応させ，州別都市農村別に，スサナスのモジュールにおけ

る一家計当たり１年間の稼得所得とその支出との平均値を示したものである。

表２のジャワ島平均値によれば，年間１，７５４万ルピアの家計所得は，労働所得

表２ 州別都市農村別家計当たり年間平均収支（ジャワ島，２００５年）

稼得所得 支 出

労働所得

（１）

農業所得

（２）

家内
企業所得
（３）

財産所得

（４）

収入合計
（家計所得）
（５）

消費
支出総額
（６）

移転受取
（控除）
（７）

移転支出

（８）

粗貯蓄

（９）

支出合計

（１０）

実 数
（万ルピア）

ジャカルタ特別州 都市 ２，２４６ ２ １，３５５ ７４７ ４，３５１ ３，４２０ ３１０ １４９ １，０９１ ４，３５１

都市 １，２７４ ３５ ６４８ ２９２ ２，２４９ １，７７４ １７９ ３８ ６１７ ２，２４９
西ジャワ州 農村 ４４１ １６５ ３３１ １２４ １，０６１ ９０１ ９９ ２１ ２３８ １，０６１

小計 ８５０ １０１ ４８６ ２０６ １，６４３ １，３２９ １３８ ２９ ４２４ １，６４３

都市 ８４１ ７６ ５７０ １５４ １，６４１ １，２６３ ２０８ ６９ ５１７ １，６４１
中部ジャワ州 農村 ４５３ ２０９ ２７３ １０６ １，０４１ ８０３ １２７ ５３ ３１２ １，０４１

小計 ６０８ １５６ ３９２ １２５ １，２８０ ９８６ １５９ ６０ ３９３ １，２８０

都市 ９７５ ５２ ４８８ ２３７ １，７５１ １，５６１ ４９９ １２０ ５６９ １，７５１
ジョクジャカルタ特別州 農村 ４３２ ２０５ ２５５ １３８ １，０３０ ８５９ １５７ ７２ ２５６ １，０３０

小計 ７４７ １１６ ３９０ １９６ １，４４８ １，２６６ ３５６ １００ ４３８ １，４４８

都市 ９９５ ６７ ７７５ １９７ ２，０３５ １，４８２ ２２７ ８４ ６９６ ２，０３５
東ジャワ州 農村 ４０６ ２１３ ２３９ ９８ ９５５ ７５３ １１６ ３７ ２８１ ９５５

小計 ６４４ １５４ ４５５ １３８ １，３９１ １，０４７ １６１ ５６ ４４９ １，３９１

都市 １，６６２ ２９ ８７７ ４１８ ２，９８６ ２，３６０ ２１２ ６７ ７７０ ２，９８６
バンテン州 農村 ５２１ ２０３ ３２０ １４１ １，１８５ １，０２３ ５３ １４ ２０１ １，１８５

小計 １，１０７ １１４ ６０６ ２８３ ２，１１０ １，７１０ １３４ ４１ ４９３ ２，１１０

都市 １，３０８ ４６ ７９９ ３３３ ２，４８５ １，９３９ ２５１ ８５ ７１２ ２，４８５
ジャワ島（合計） 農村 ４３７ １９９ ２７６ １１１ １，０２４ ８２５ １１４ ３９ ２７４ １，０２４

合計 ８７２ １２２ ５３７ ２２２ １，７５４ １，３８２ １８３ ６２ ４９３ １，７５４

構成比
（％）

ジャカルタ特別州 都市 ５１．６ ０．０ ３１．１ １７．２ １００．０ ７８．６ ７．１ ３．４ ２５．１ １００．０

都市 ５６．６ １．６ ２８．８ １３．０ １００．０ ７８．９ ８．０ １．７ ２７．４ １００．０
西ジャワ州 農村 ４１．６ １５．５ ３１．２ １１．７ １００．０ ８５．０ ９．４ ２．０ ２２．４ １００．０

小計 ５１．７ ６．２ ２９．６ １２．６ １００．０ ８０．９ ８．４ １．８ ２５．８ １００．０

都市 ５１．３ ４．７ ３４．７ ９．４ １００．０ ７７．０ １２．６ ４．２ ３１．５ １００．０
中部ジャワ州 農村 ４３．５ ２０．１ ２６．３ １０．１ １００．０ ７７．１ １２．２ ５．１ ３０．０ １００．０

小計 ４７．５ １２．２ ３０．６ ９．７ １００．０ ７７．１ １２．４ ４．７ ３０．７ １００．０

都市 ５５．７ ３．０ ２７．８ １３．５ １００．０ ８９．１ ２８．５ ６．９ ３２．５ １００．０
ジョクジャカルタ特別州 農村 ４１．９ １９．９ ２４．８ １３．４ １００．０ ８３．４ １５．３ ７．０ ２４．９ １００．０

小計 ５１．５ ８．０ ２６．９ １３．５ １００．０ ８７．４ ２４．５ ６．９ ３０．２ １００．０

都市 ４８．９ ３．３ ３８．１ ９．７ １００．０ ７２．８ １１．２ ４．１ ３４．２ １００．０
東ジャワ州 農村 ４２．５ ２２．３ ２５．０ １０．３ １００．０ ７８．８ １２．１ ３．９ ２９．４ １００．０

小計 ４６．３ １１．１ ３２．７ ９．９ １００．０ ７５．３ １１．６ ４．０ ３２．３ １００．０

都市 ５５．７ １．０ ２９．４ １４．０ １００．０ ７９．１ ７．１ ２．２ ２５．８ １００．０
バンテン州 農村 ４４．０ １７．１ ２７．０ １１．９ １００．０ ８６．４ ４．５ １．２ １７．０ １００．０

小計 ５２．５ ５．４ ２８．７ １３．４ １００．０ ８１．１ ６．４ １．９ ２３．４ １００．０

都市 ５２．６ １．８ ３２．１ １３．４ １００．０ ７８．０ １０．１ ３．４ ２８．７ １００．０
ジャワ島（合計） 農村 ４２．７ １９．５ ２７．０ １０．９ １００．０ ８０．６ １１．２ ３．８ ２６．８ １００．０

合計 ４９．７ ７．０ ３０．６ １２．７ １００．０ ７８．８ １０．４ ３．５ ２８．１ １００．０

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
（注）財産所得に帰属家賃を含む。
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４９．７％，農業所得７．０％，家内企業所得３０．６％，および財産所得１２．７％で構成

され，それは，消費支出総額７８．８％，移転受取マイナス１０．４％，移転支出３．５

％，および粗貯蓄２８．１％に支出され，所得サイドにおいて労働所得が最大で，

次いで，家内企業所得が大きい点と支出サイドにおいて消費支出が支出の約

４／５を占めていることがわかる。ジャワ島平均値の都市部において，農業所得

の比率が非常に小さくなるのに対し，労働所得と家内企業所得との比率が，全

平均値より大きくなる。ジャワ島平均値の農村部において，農業所得の比率が

約１／５まで上昇するのに対して，他の所得の比率が低下する。この観察結果は

当然の帰結である。

表２によれば，家計所得の大きさおよびその構成内容は，州および都市と農

村とで大きく異なり，ジャカルタ特別州の家計所得４，３５１万ルピアが最大であ

り，東ジャワ州農村部の家計所得９５５万ルピアが最小となっている。また，家

計所得を構成する各所得の内，最大の比率を示すのは，西ジャワ州都市部の労

働所得比率５６．６％，東ジャワ州農村部の農業所得比率２２．３％，東ジャワ州都市

部の家内企業所得比率３８．１％，およびジャカルタ特別州の財産所得１７．２％であ

り，これらの数値は，地域特性を良く表しているといえる。

表２の支出サイドに目を転じれば，消費支出総額は，ジャカルタ特別州の

３，４２０万ルピアが最大であり，次いでバンテン州都市部の２，３６０万ルピアが大き

く，東ジャワ州農村部の７５３万ルピアが最小となっている。移転受取では，ジョ

クジャカルタ特別州都市部の４９９万ルピアが最大で，次いでジャカルタ特別州

の３１０万ルピアが大きく，バンテン州農村部の５３万ルピアが最小となっている。

移転支出では，ジャカルタ特別州の１４９万ルピアが最大で，次いでジョクジャ

カルタ特別州都市部の１２０万が大きく，バンテン州農村部の１４万ルピアが最小

となっている。粗貯蓄では，ジャカルタ特別州の１，０９１万ルピアが最大で，次

いでバンテン州都市部の７７０万ルピアが大きく，バンテン州農村部の２０１万ルピ

アが最小となっている。これらの観察結果は，貯蓄関数推定の際に，地域特性

を加味する点が重要であることを示唆している。

視点を変えて粗貯蓄に注目すれば，支出サイドにおける粗貯蓄の大きさを左

右するのは，消費支出総額の残り部分に対して，移転収支の大きさである点が，
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表２より明らかである。移転収支と家計費収支との関係も明らかにするために，

家計所得から消費支出総額を控除した家計費収支の赤字家計と黒字家計とに分

割し，２００５年調査のスサナスの各移転項目に回答したサンプル数のサンプル分

布を示したのが，表３である(4)。

表３によれば，ジャワ島平均で，移転受取において最大の相対度数を示す項

目は，食料と物品の受取であり，その相対度数が７７．１％におよんでいる。そし

表３ 都市農村別赤字黒字別家計の移転収支項目のサンプル分布（ジャワ島，２００５年）

項目
番号

都 市 農 村 全 家 計

赤字家計
（１）

黒字家計
（２）

小計
（３）

赤字家計
（４）

黒字家計
（５）

小計
（６）

赤字家計
（７）

黒字家計
（８）

小計
（９）

実 数

受取

貨幣 １ ３９９ ２３２ ６３１ １７２ １４５ ３１７ ５７１ ３７７ ９４８
政府移転 ２ １７ ２６ ４３ ６ ９ １５ ２３ ３５ ５８
年金 ３ １５４ ３７ １９１ １５ ４ １９ １６９ ４１ ２１０
保険 ４ １５ １３ ２８ ５ ０ ５ ２０ １３ ３３
食料・物品 ５ ９１９ ９２３ １，８４２ １，０８４ １，３６８ ２，４５２ ２，００３ ２，２９１ ４，２９４
資産の保険 ６ ９ ５ １４ １０ ４ １４ １９ ９ ２８

合計 １，５１３ １，２３６ ２，７４９ １，２９２ １，５３０ ２，８２２ ２，８０５ ２，７６６ ５，５７１

支出

貨幣 １１ ６４７ １，８４８ ２，４９５ ５４８ １，１７８ １，７２６ １，１９５ ３，０２６ ４，２２１
年金 １４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
食料・物品 １５ ２，２２１ ５，０８７ ７，３０８ ２，６８９ ６，４６５ ９，１５４ ４，９１０ １１，５５２ １６，４６２
資産の保険 １６ ２７ ８４ １１１ ２６ ８１ １０７ ５３ １６５ ２１８

合計 ２，８９５ ７，０１９ ９，９１４ ３，２６３ ７，７２４ １０，９８７ ６，１５８ １４，７４３ ２０，９０１

無回答 ３６５ １，９９１ ２，３５６ ２１２ １，０１６ １，２２８ ５７７ ３，００７ ３，５８４

相対度数

受取

貨幣 １ ２６．４ １８．８ ２３．０ １３．３ ９．５ １１．２ ２０．４ １３．６ １７．０
政府移転 ２ １．１ ２．１ １．６ ０．５ ０．６ ０．５ ０．８ １．３ １．０
年金 ３ １０．２ ３．０ ６．９ １．２ ０．３ ０．７ ６．０ １．５ ３．８
保険 ４ １．０ １．１ １．０ ０．４ ０．０ ０．２ ０．７ ０．５ ０．６
食料・物品 ５ ６０．７ ７４．７ ６７．０ ８３．９ ８９．４ ８６．９ ７１．４ ８２．８ ７７．１
資産の保険 ６ ０．６ ０．４ ０．５ ０．８ ０．３ ０．５ ０．７ ０．３ ０．５

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

支出

貨幣 １１ ２２．３ ２６．３ ２５．２ １６．８ １５．３ １５．７ １９．４ ２０．５ ２０．２
年金 １４ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
食料・物品 １５ ７６．７ ７２．５ ７３．７ ８２．４ ８３．７ ８３．３ ７９．７ ７８．４ ７８．８
資産の保険 １６ ０．９ １．２ １．１ ０．８ １．０ １．０ ０．９ １．１ １．０

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

構成比
（％）

受取

貨幣 １ ６３．２ ３６．８ １００．０ ５４．３ ４５．７ １００．０ ６０．２ ３９．８ １００．０
政府移転 ２ ３９．５ ６０．５ １００．０ ４０．０ ６０．０ １００．０ ３９．７ ６０．３ １００．０
年金 ３ ８０．６ １９．４ １００．０ ７８．９ ２１．１ １００．０ ８０．５ １９．５ １００．０
保険 ４ ５３．６ ４６．４ １００．０ １００．０ ０．０ １００．０ ６０．６ ３９．４ １００．０
食料・物品 ５ ４９．９ ５０．１ １００．０ ４４．２ ５５．８ １００．０ ４６．６ ５３．４ １００．０
資産の保険 ６ ６４．３ ３５．７ １００．０ ７１．４ ２８．６ １００．０ ６７．９ ３２．１ １００．０

合計 ５５．０ ４５．０ １００．０ ４５．８ ５４．２ １００．０ ５０．４ ４９．６ １００．０

支出

貨幣 １１ ２５．９ ７４．１ １００．０ ３１．７ ６８．３ １００．０ ２８．３ ７１．７ １００．０
年金 １４
食料・物品 １５ ３０．４ ６９．６ １００．０ ２９．４ ７０．６ １００．０ ２９．８ ７０．２ １００．０
資産の保険 １６ ２４．３ ７５．７ １００．０ ２４．３ ７５．７ １００．０ ２４．３ ７５．７ １００．０

合計 ２９．２ ７０．８ １００．０ ２９．７ ７０．３ １００．０ ２９．５ ７０．５ １００．０

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
（注）重複回答のため，受取側合計と支出側合計とは一致するとは限らない。
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て，それは，赤字家計７１．４％，および黒字家計８２．３％と，黒字家計の頻度が大

きくなっており，食料と物品の受取の構成比も赤字家計４６．６％，黒字家計５３．４

％と黒字家計が大きくなっている。移転受取において次に大きい相対度数を示

す項目は，貨幣であり，全体で１７．０％を示し，赤字家計で２０．４％と黒字家計で

１３．６％とを示し，構成比で赤字家計６０．２％と黒字家計３９．８％となり，赤字家計

において貨幣の受取サンプルが相対的に多くなっている点が観察される。しか

し，受取合計のサンプル数の構成比は，赤字家計と黒字家計とがほぼ半々であ

る。都市農村別分類においても，数値が異なるが，相対的関係は，ほぼ同じで

ある。なお，受取合計のサンプル数の構成比は，都市において赤字家計５５．０％

と黒字家計４５．０％となり，農村において赤字家計４５．８％と黒字家計５４．２％とと

なり，大小関係が逆転している。政府移転の受取サンプル数は，都市家計の方

が，農村家計より多いが，相対度数は，ほぼ２％未満であり，これらの数値は，

公的社会保障が，十分機能していないことを想像させる。

表３によれば，ジャワ島合計で，支出サンプル数は，受取サンプル数の３．８

倍となり，その黒字家計の支出サンプル数は，受取サンプル数の５．３倍となり，

その赤字家計の支出サンプル数は，受取サンプル数の２．２倍となっている。そ

して，移転支出の最大の相対度数を示す項目は，食料と物品の支出であり，次

いで貨幣である。

表３の都市合計と農村合計とジャワ島全体との移転項目の相対度数を図示し

たものが，図１である。なお，図１における移転の項目番号は，表３を参照さ

れたい。表３と図１との観察結果は，ジャワ島社会における消費保険仮説の妥

当性を示唆するものである(5)。なお，消費保険仮説とは，「個々の世帯の消費

の変化は，世帯の平均的な消費の変化によって規定され，所得等，個々の世帯

固有リスクの変化によって，規定されない」(6)というものである。

表４は，表３と同様に，家計費収支の赤字家計と黒字家計とについて，金融

資産の増減について回答のあったサンプル数の分布を示したものである(7)。表

４によれば，受取側の最大の相対度数を示す項目は，借金であり，都市農村と

もに，かつ，赤字家計黒字家計ともに，６割におよんでいる点が特徴的である。

次いで，相対度数が大きい項目は預金の引き出しであり，その相対度数が１割
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から２割におよんでいる点が観察される。次いで相対度数の大きい項目は，

担保付き借金，利子受取，およびアリサンと続く。なお，アリサンとは，開

発途上国におけるインホーマルな小規模金融組織である回転型貯蓄信用講(8)

（Rotating Savings and Credit Associations，ROSCAsと略称される）の１種であ

る。

表４ 都市農村別赤字黒字別家計の金融資産増減サンプル数の分布（ジャワ島，２００５年）

項目
番号

都 市 農 村 全 家 計

赤字家計
（１）

黒字家計
（２）

小計
（３）

赤字家計
（４）

黒字家計
（５）

小計
（６）

赤字家計
（７）

黒字家計
（８）

小計
（９）

実 数

受取

預金引き出し １ ４５ ３７ ８２ ３１ ３１ ６２ ７６ ６８ １４４
利子 ２ １１ ３ １４ １４ １５ ２９ ２５ １８ ４３
株・債券売却 ３ ２ ０ ２ １ ２ ３ ３ ２ ５
保険・年金・奨学金 ４ ２ １ ３ ０ ２ ２ ２ ３ ５
アリサン ５ ８ １２ ２０ １２ １４ ２６ ２０ ２６ ４６
負債・借金 ６ １４８ １１６ ２６４ ２５９ １８０ ４３９ ４０７ ２９６ ７０３
手形の売却 ７ １３ ８ ２１ １３ ２１ ３４ ２６ ２９ ５５
投資分担金の引き上げ ８ ０ １ １ ０ １ １ ０ ２ ２
担保付き借金 ９ ３８ １２ ５０ ４０ １４ ５４ ７８ ２６ １０４

合計 ２６７ １９０ ４５７ ３７０ ２８０ ６５０ ６３７ ４７０ １，１０７

支出

預金 １１ ４４３ １，２３４ １，６７７ １３８ ３９９ ５３７ ５８１ １，６３３ ２，２１４
利子支払い １２ ４８４ ７７０ １，２５４ ５８３ １，０９０ １，６７３ １，０６７ １，８６０ ２，９２７
株・債券購入 １３ ２ １４ １６ ０ ６ ６ ２ ２０ ２２
保険・年金・奨学金 １４ ２４ ８３ １０７ ３ １０ １３ ２７ ９３ １２０
アリサン １５ １，２３６ ３，４２７ ４，６６３ １，１１１ ３，１００ ４，２１１ ２，３４７ ６，５２７ ８，８７４
負債・借金の返済 １６ １９７ ５７９ ７７６ ２７１ ７６２ １，０３３ ４６８ １，３４１ １，８０９
手形の受け取り １７ １０３ ３９８ ５０１ ６２ ２８５ ３４７ １６５ ６８３ ８４８
投資分担金の増加 １８ ２８ １３８ １６６ １３ １２７ １４０ ４１ ２６５ ３０６
担保付き借金返済 １９ ３５ ４８ ８３ １３ ３８ ５１ ４８ ８６ １３４

合計 ２，５５２ ６，６９１ ９，２４３ ２，１９４ ５，８１７ ８，０１１ ４，７４６ １２，５０８ １７，２５４

無回答 １，９５４ ３，３６５ ５，３１９ ２，２０３ ４，１７３ ６，３７６ ４，１５７ ７，５３８ １１，６９５

相対度数

受取

預金引き出し １ １６．９ １９．５ １７．９ ８．４ １１．１ ９．５ １１．９ １４．５ １３．０
利子 ２ ４．１ １．６ ３．１ ３．８ ５．４ ４．５ ３．９ ３．８ ３．９
株・債券売却 ３ ０．７ ０．０ ０．４ ０．３ ０．７ ０．５ ０．５ ０．４ ０．５
保険・年金・奨学金 ４ ０．７ ０．５ ０．７ ０．０ ０．７ ０．３ ０．３ ０．６ ０．５
アリサン ５ ３．０ ６．３ ４．４ ３．２ ５．０ ４．０ ３．１ ５．５ ４．２
負債・借金 ６ ５５．４ ６１．１ ５７．８ ７０．０ ６４．３ ６７．５ ６３．９ ６３．０ ６３．５
手形の売却 ７ ４．９ ４．２ ４．６ ３．５ ７．５ ５．２ ４．１ ６．２ ５．０
投資分担金の引き上げ ８ ０．０ ０．５ ０．２ ０．０ ０．４ ０．２ ０．０ ０．４ ０．２
担保付き借金 ９ １４．２ ６．３ １０．９ １０．８ ５．０ ８．３ １２．２ ５．５ ９．４

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

支出

預金 １１ １７．４ １８．４ １８．１ ６．３ ６．９ ６．７ １２．２ １３．１ １２．８
利子支払い １２ １９．０ １１．５ １３．６ ２６．６ １８．７ ２０．９ ２２．５ １４．９ １７．０
株・債券購入 １３ ０．１ ０．２ ０．２ ０．０ ０．１ ０．１ ０．０ ０．２ ０．１
保険・年金・奨学金 １４ ０．９ １．２ １．２ ０．１ ０．２ ０．２ ０．６ ０．７ ０．７
アリサン １５ ４８．４ ５１．２ ５０．４ ５０．６ ５３．３ ５２．６ ４９．５ ５２．２ ５１．４
負債・借金の返済 １６ ７．７ ８．７ ８．４ １２．４ １３．１ １２．９ ９．９ １０．７ １０．５
手形の受け取り １７ ４．０ ５．９ ５．４ ２．８ ４．９ ４．３ ３．５ ５．５ ４．９
投資分担金の増加 １８ １．１ ２．１ １．８ ０．６ ２．２ １．７ ０．９ ２．１ １．８
担保付き借金返済 １９ １．４ ０．７ ０．９ ０．６ ０．７ ０．６ １．０ ０．７ ０．８

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
（注）重複回答のため，受取側合計と支出側合計とは一致するとは限らない。
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表４の支出側に目を転じれば，支出側の最大の相対度数を示す項目は，アリ

サンであり，都市農村ともに，かつ，赤字家計黒字家計ともに，５割におよん

でいる点が特徴的である。次いで，相対度数が大きい項目は利子支払いであり，

その相対度数が１割から３割におよんでいる点が観察される。次いで相対度数

の大きい項目は，預金，借金返済，手形の受取と続く。支出サンプル数が，受

取サンプル数に比べて非常に多く，ジャワ島全体で，１５．５倍，ジャワ島全体の

赤字家計が７．５倍，そして，ジャワ島全体の黒字家計が２６．６倍となっている。

倍率の小さいグループは，農村赤字家計で５．９倍であり，その大きいグループ

は，都市黒字家計で３５．２倍にもおよんだ。

図２は，表４の相対度数の小さい項目を省略して，表４の項目の相対度数を

図示したものである。なお，図中の項目番号は，表４を参照されたい。図２に

よれば，ジャワ島家計の資金の不足の対応策に，借金が大きなウエイトを占め，

支出サイドにおいて，アリサンへの出資サンプル数が非常に多い点が観察され

る。表４と図２との観察結果は，ジャワ島社会において，アリサンが相互扶助

組織として機能していることを示しているといえる(9)。そして，表３と図１と

の観察結果とともに，ジャワ島家計の消費行動の説明仮説に消費保険仮説の妥

当性を示唆するものであるといえる。

表５は，都市農村別に，かつ世帯主の年齢階級別に，１家計当たり年当たり

家計所得，消費支出総額および粗貯蓄の金額を示したものである。なお，表５

の左半分に実数が，そして，右半分に合計額の平均値を１００とした指数が示さ

れている。

表５によれば，家計所得，消費支出総額および粗貯蓄は，世帯主の加齢とも

に増加し，ジャワ島全体と農村家計の場合，世帯主年齢が４５－４９歳の時，それ

らのピークを迎え，都市家計の場合，世帯主年齢が５５－５９歳の時，それらのピー

クを迎え，その後の加齢とともに，それらが減少している点が観察される。表

５の観察結果は，ジャワ島家計の消費行動の説明仮説として，ライフサイクル

仮説の妥当性を示唆するものであるといえる。この観察結果は，表３，表４，

図１および図２の観察結果と相容れないものである。どちらが正しいかは，多

くの実証研究の結果の蓄積によって判断されねばならないことである。
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表５ 都市農村別世帯主年齢階級別家計当たり年当り家計所得，消費支出総額および粗貯蓄
（ジャワ島，２００５年）

実数（万ルピア／年） 指数（合計＝１００）

家計所得

（１）

消費
支出総額
（２）

粗貯蓄

（３）

家計所得

（４）

消費
支出総額
（５）

粗貯蓄

（６）

都 市

１９歳以下 ３８７ １，１２０ ４９ １５．６ ５７．８ ６．９
２０－２４歳 ９１３ １，３７０ ２６０ ３６．７ ７０．６ ３６．５
２５－２９歳 １，７７０ １，４４５ ４８２ ７１．２ ７４．５ ６７．６
３０－３４歳 ２，２３６ １，６７２ ６１９ ９０．０ ８６．２ ８６．９
３５－３９歳 ２，３７９ １，８６４ ５９４ ９５．７ ９６．２ ８３．４
４０－４４歳 ２，８０６ ２，０７３ ８０７ １１２．９ １０６．９ １１３．３
４５－４９歳 ３，１３７ ２，３６０ ８０６ １２６．２ １２１．７ １１３．１
５０－５４歳 ３，０３０ ２，３６７ ７４６ １２１．９ １２２．１ １０４．７
５５－５９歳 ３，３４２ ２，３８４ １，２５４ １３４．５ １２２．９ １７６．０
６０－６４歳 ２，２６８ １，８０４ ７９０ ９１．２ ９３．１ １１０．９
６５－６９歳 ２，０７５ １，７２０ ７４８ ８３．５ ８８．７ １０５．０
７０－７４歳 １，７６８ １，５１１ ５９８ ７１．１ ７７．９ ８４．０
７５歳以上 １，０３０ １，０９６ ３０９ ４１．４ ５６．５ ４３．４

合 計 ２，４８５ １，９３９ ７１２ １００．０ １００．０ １００．０

農 村

１９歳以下 ２９９ ４６８ ５２ ２９．２ ５６．８ １８．９
２０－２４歳 ７７６ ６９２ ２２２ ７５．８ ８３．９ ８１．２
２５－２９歳 ９４７ ７４９ ２４５ ９２．５ ９０．８ ８９．５
３０－３４歳 １，００９ ８１９ ２３６ ９８．６ ９９．３ ８６．１
３５－３９歳 １，１４６ ９０１ ２９０ １１１．９ １０９．２ １０６．０
４０－４４歳 １，１７４ ９３０ ２９５ １１４．７ １１２．７ １０７．６
４５－４９歳 １，２７７ ９５４ ３６９ １２４．７ １１５．６ １３４．６
５０－５４歳 １，１６１ ８８０ ３３２ １１３．４ １０６．７ １２１．４
５５－５９歳 １，０２１ ８４０ ２７９ ９９．７ １０１．８ １０１．８
６０－６４歳 ８１７ ７０７ ２１７ ７９．８ ８５．７ ７９．３
６５－６９歳 ７５９ ６５５ ２４８ ７４．１ ７９．４ ９０．６
７０－７４歳 ５５５ ５８２ １３３ ５４．２ ７０．５ ４８．７
７５歳以上 ５２８ ５７６ １４６ ５１．６ ６９．８ ５３．３

合 計 １，０２４ ８２５ ２７４ １００．０ １００．０ １００．０

全家計

１９歳以下 ３７０ ９９３ ５０ ２１．１ ７１．９ １０．１
２０－２４歳 ８７６ １，１８５ ２５０ ４９．９ ８５．８ ５０．６
２５－２９歳 １，３８９ １，１２３ ３７２ ７９．２ ８１．３ ７５．５
３０－３４歳 １，６４０ １，２５７ ４３３ ９３．５ ９１．０ ８７．８
３５－３９歳 １，７９７ １，４０９ ４５１ １０２．４ １０２．０ ９１．４
４０－４４歳 ２，０１７ １，５２０ ５６０ １１５．０ １１０．０ １１３．５
４５－４９歳 ２，２０４ １，６５５ ５８７ １２５．７ １１９．８ １１９．０
５０－５４歳 ２，０８６ １，６１７ ５３７ １１８．９ １１７．０ １０９．０
５５－５９歳 ２，０９０ １，５５１ ７２８ １１９．１ １１２．３ １４７．６
６０－６４歳 １，４５９ １，１９３ ４７１ ８３．２ ８６．３ ９５．５
６５－６９歳 １，３５０ １，１３３ ４７３ ７７．０ ８２．０ ９５．９
７０－７４歳 １，０７５ ９８０ ３３３ ６１．３ ７０．９ ６７．５
７５歳以上 ７３９ ７９５ ２１４ ４２．１ ５７．５ ４３．５

合 計 １，７５４ １，３８２ ４９３ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
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小稿の場合，最初の節で明らかにしたように，ジャワ島家計の貯蓄行動，す

なわち，消費行動が，ライフサイクル仮説で説明できるかどうかを明らかにす

ることである。したがって，次節では，恒常所得を推計し，貯蓄関数を推定す

る。

４．貯蓄関数の推定

まず，ライフサイクル仮説にしたがって，貯蓄関数を推定するために，恒常

所得を推計する必要がある。恒常所得の推定方法として，Lusardi（１９９８）を

参考にした。すなわち，所得関数を推定し，推定したパラメータと説明変数の

値とから推定した所得の推定値を，恒常所得の代用値とするものである。また，

この際，生じる残差を，一時所得の代用値とするものである。この場合，２００５

年調査のインドネシア家計費調査スサナスの個別結果表を用いて，ジャワ島全

体と，都市と農村とに分割した場合との３本の所得関数を推定した。所得関数

の説明変数とその推定結果は，表６に示すとおりである(10)。説明変数のダミー

変数は，それぞれ，世帯主が女性の場合，世帯主の最終学歴で無回答（無教

育）の場合，ジャカルタ特別州の場合，および家計の主な所得源の場合で農業

を基準としたものである。

表６によれば，選択した説明変数のパラメータの推定結果の符号は期待通り

であり，ほとんどの推定値は高い確率でゼロと有意差があることを示している。

したがって，表６の推定結果を用いて，個々のサンプルの恒常所得と一時所得

との推計値を得ることができる。

一般に，ライフサイクル仮説に従って貯蓄関数を推定する場合，予備的動機

に基づく貯蓄を研究対象とする。この場合，恒常所得に対する資産額の比率を，

年齢と家計の特性を示す変数と未来のリスクや不確定要因とに回帰させるもの

である(11)。

分析に用いるインドネシア家計費調査スサナスの調査内容には，資産ストッ

ク額やリスクや不確定要因の調査項目も存在しない。したがって，一般に使用

される貯蓄関数のモデルが使用できない。

－７６－ ジャワ島家計の貯蓄行動



小稿において，第３節で定義した粗貯蓄を年齢や所得や表７に示す説明変数

に回帰させた貯蓄関数を推定した(12)。小稿の貯蓄関数の推定は表７に示すとお

り，ジャワ島全体と，都市部と農村部に分割した場合とについて，それぞれ２

本ずつの貯蓄関数を推定した。

表７の説明変数の説明をしながら，推定結果の検討を試みる。表５で観察し

たとおり，ライフサイクルにしたがって粗貯蓄の大小が変化するように２つの

表６ ジャワ島家計の所得関数推定結果（２００５年）

全 家 計 都 市 家 計 農 村 家 計

係数
（１）

t－値
（２）

P＞｜t｜
（３）

係数
（４）

t－値
（５）

P＞｜t｜
（６）

係数
（７）

t－値
（８）

P＞｜t｜
（９）

年齢 １３６．９４３ １４．２５ ０．００００ １８８．２１９ １０．２６ ０．００００ ５８．１０５ １２．４７ ０．００００
年齢の自乗 －１．１２７ －１１．８３ ０．００００ －１．４７２ －７．９０ ０．００００ －０．５４５ －１２．１０ ０．００００
世帯主男性ダミー ３５８．０８６ ５．１９ ０．００００ ３９１．２５７ ２．９７ ０．００３０ ３２０．５５５ ９．７２ ０．００００
世帯主最終学歴ダミー
小学校中退 １４０．０９２ １．６３ ０．１０４０ ２０９．１４０ ０．９７ ０．３３２０ ９２．５３４ ２．６９ ０．００７０
小学校卒業 ３９０．３５９ ４．５３ ０．００００ ５４５．８０４ ２．６０ ０．００９０ １９６．９７４ ５．５８ ０．００００
中学校卒業 ７００．１６５ ６．８２ ０．００００ ９６５．０４４ ４．３０ ０．００００ ３８４．９５３ ８．１４ ０．００００
高等学校卒業 １６６２．８６８ １５．３４ ０．００００ ２２２９．２５８ ９．８９ ０．００００ ５７７．７３７ ９．６４ ０．００００
職業高等学校卒業 １２０１．９９４ ９．３１ ０．００００ １５７９．８１７ ６．２８ ０．００００ ７６６．１６６ １０．１０ ０．００００
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ２７０６．２４１ １０．７８ ０．００００ ３３０４．６８５ ７．５７ ０．００００ ９２６．５７６ ６．２３ ０．００００
ディプロマⅢ修了 ３１８５．３８６ １５．８７ ０．００００ ３７２７．１９０ １１．１９ ０．００００ １４３６．３８５ ８．４５ ０．００００
ディプロマⅣ修了 ５３５８．１４６ ３４．９９ ０．００００ ６２２２．３３１ ２２．７２ ０．００００ １５８３．７２７ １３．０３ ０．００００
修士又は博士課程修了 １３０８０．１２０ ３３．８２ ０．００００ １４１３６．０６０ ２４．９６ ０．００００ １０６３．７８７ １．９０ ０．０５８０
地域ダミー
西ジャワ州都市 －１７３４．６０８ －１８．０５ ０．００００ －１６７４．２４６ －１２．６９ ０．００００
西ジャワ州農村 －２１７３．７００ －２１．７０ ０．００００
中部ジャワ州都市 －２１６８．６４３ －２１．６６ ０．００００ －２０９１．７３７ －１５．０８ ０．００００
中部ジャワ州農村 －２２２０．６００ －２２．９０ ０．００００ －６．２４９ －０．２２ ０．８２６０
ジョクジャカルタ州都市 －２２５０．１７１ －１７．８７ ０．００００ －２１４０．５２３ －１２．３１ ０．００００
ジョクジャカルタ州農村 －２４１１．４３５ －１６．７１ ０．００００ －９０．８５５ －１．９７ ０．０４９０
東ジャワ州都市 －１９０６．３６７ －１９．９４ ０．００００ －１８４３．５９３ －１３．９１ ０．００００
東ジャワ州農村 －２２６８．３０２ －２３．８１ ０．００００ －５９．８０６ －２．１５ ０．０３１０
バンテン州都市 －１２７２．５９４ －９．００ ０．００００ －１２３８．３６６ －６．３９ ０．００００
バンテン州農村 －２００９．５３６ －１３．５５ ０．００００ １３２．５２４ ２．８２ ０．００５０
主な所得源の産業ダミー
鉱業 ２９７．５９６ ３．８２ ０．００００ ３２７．６９６ １．８３ ０．０６７０ ４９．１５７ １．３２ ０．１８７０
製造業 ７６８．０３７ ９．０５ ０．００００ ９９８．５３２ ６．９３ ０．００００ ３８４．７２８ ８．０４ ０．００００
電気・ガス・水道業 １９３２．８３５ ３．９９ ０．００００ ２３９４．５６２ ３．００ ０．００３０ １１１４．０５１ ３．８６ ０．００００
建設業 ６９８．４７７ ６．７７ ０．００００ ９３３．７７３ ４．９１ ０．００００ ２９４．０５８ ５．６４ ０．００００
商業 ９９５．９４５ １３．０５ ０．００００ １２７６．２５８ ９．８０ ０．００００ ５０９．３８３ １１．９６ ０．００００
運輸・通信業 ７８４．３４５ ７．５３ ０．００００ １００６．５４８ ５．５４ ０．００００ ４２４．６３１ ７．５６ ０．００００
金融・不動産業 １３３３．４７１ ７．９８ ０．００００ １４２１．６４５ ５．６６ ０．００００ ６９８．８９８ ４．９７ ０．００００
サービス業 －１５９．１４９ －１．４０ ０．１６００ －４９２．０５０ －２．６８ ０．００７０ １１７１．３８７ １６．０９ ０．００００
無職 －９２７．６２２ －０．２５ ０．８０５０ －８８６．２６６ －０．１７ ０．８６３０
定数項 －１７３３．８５４ －６．７４ ０．００００ －３８２０．６８７ －８．０９ ０．００００ －１１０１．３２９ －８．９８ ０．００００

自由度調整済み決定係数 ０．１５７ ０．１３９ ０．１２３
サンプル数 ３０，０５６ １５，０１９ １５，０３７

（資料）２００５年 SUSENAS個別結果表。
（注）パラメータ推定値の右側中央の数値は，t－値であり，右側最後の数値は，有意水準の確率で

ある。
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表
７

ジ
ャ
ワ
島
家
計
の
貯
蓄
関
数
推
定
結
果
（
２０
０５
年
）

農
村
家

計

t－
値

（
１２
）

６
．４
９

－
６
．０
５

１９
４
．９
１

５４
．９
４

－
５
．４
０

１８
．４
２

５６
．５
７

－
４０
．３
４

－
４３
．０
４

－
２
．３
４

７
．７
２

３
．４
７

１３
．５
８

４
．０
５

１３
．０
７

－
１
．４
８

－
８
．６
７

（
資
料
）
２０
０５
年

SU
SE

N
A

S
個
別
結
果
表
。

（
注
）
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
値
の
右
側
の
数
値
は
，

t－
値
で
あ
る
。

係
数

（
１１
）

９
．５
２１

－
０
．０
８７

０
．８
１３

０
．４
８７

－
０
．０
５４

０
．０
９０

０
．５
９５

－
１
．１
４２

－
９２
．７
９７

－
３１
．０
３９

７９
．５
６８

２９
．９
１８

１１
４
．０
９６

５５
．０
６３

１０
６
．３
８９

－
２０
．５
６５

－
３０
５
．１
２７

０
．８
９６

１５
，０
３７

t－
値

（
１０
）

０
．８
７

１
．０
９

１
．２
８

１
．４
０

１
．４
０

１
．３
５

１
．６
６

１
．５
６

１
．８
７

１
．８
５

１
．４
４

０
．９
１

１９
４
．７
９

５５
．７
９

－
５
．３
５

１８
．４
０

５６
．３
８

－
４０
．３
１

－
４２
．０
１

－
２
．３
８

７
．５
９

３
．３
１

１３
．７
１

４
．１
４

１３
．２
３

－
１
．５
４

－
２
．２
４

係
数

（
９
）

８６
．０
３３

１０
４
．５
０３

１２
２
．２
５０

１３
４
．０
２８

１３
３
．９
５９

１２
９
．６
３５

１５
９
．２
４３

１４
９
．４
４１

１７
９
．７
３３

１７
７
．３
６３

１３
８
．９
０５

８７
．９
１７

０
．８
１３

０
．４
９３

－
０
．０
５３

０
．０
９０

０
．５
９４

－
１
．１
４２

－
９１
．２
５２

－
３１
．６
９８

７８
．３
２６

２８
．５
７２

１１
５
．１
９３

５６
．２
６７

１０
７
．７
３３

－
２１
．４
８９

－
２１
３
．９
４７

０
．８
９６

１５
，０
３７

都
市
家

計

t－
値

（
８
）

４
．１
７

－
３
．４
６

１５
２
．１
３

４３
．６
７

１９
．３
３

３９
．０
６

２９
．１
５

－
３５
．９
４

－
２０
．１
２

０
．３
０

４
．２
５

１０
．４
７

７
．４
８

９
．７
８

６
．７
９

１０
．２
１

３
．２
６

－
６
．６
９

係
数

（
７
）

２５
．８
３７

－
０
．２
１４

０
．６
４４

０
．３
５５

０
．３
５０

０
．２
１４

０
．３
７１

－
１
．３
６３

－
１８
２
．１
１４

１８
．２
１１

１７
７
．３
１６

２９
５
．６
４２

３２
９
．５
０５

４６
０
．９
６８

３８
７
．０
６３

４５
３
．３
０２

２０
０
．３
６７

－
９３
２
．３
１５

０
．８
５５

１５
，０
１９

t－
値

（
６
）

１
．４
３

２
．９
９

３
．４
５

３
．８
５

３
．８
４

３
．１
７

３
．３
０

３
．８
８

４
．４
２

４
．２
６

３
．５
０

３
．３
１

１５
２
．４
２

４３
．７
１

１９
．２
１

３８
．９
５

２９
．２
０

－
３５
．８
５

－
１９
．８
３

０
．１
１

３
．５
６

１０
．３
１

７
．４
５

９
．８
６

７
．４
４

１０
．３
２

３
．１
６

－
４
．６
４

係
数

（
５
）

３０
８
．０
７３

６３
６
．０
０５

７２
８
．５
３４

８１
１
．２
０３

８０
９
．８
３２

６７
０
．９
１０

６９
７
．８
４７

８２
６
．３
７８

９４
２
．４
３０

９１
６
．１
１１

７６
３
．２
０７

７２
６
．０
７５

０
．６
４５

０
．３
５４

０
．３
４８

０
．２
１３

０
．３
７３

－
１
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５９

－
１８
０
．４
５５

６
．８
３２

１４
９
．６
７０

２９
１
．７
０１

３２
７
．８
７１

４６
３
．８
９１

４２
７
．８
５９

４５
６
．８
３７

１９
４
．３
５５

－
９６
９
．０
０８

０
．８
５６

１５
，０
１９

全
家

計

t－
値

（
４
）

５
．２
７

－
４
．６
０

２１
４
．９
９

５９
．５
５

２５
．７
２

５４
．６
７

４２
．７
１

－
５０
．９
０

－
２８
．５
９

－
０
．１
５

５
．６
０

１４
．７
３

１０
．４
９

１２
．２
６

１３
．９
４

１５
．９
３

９
．９
６

９
．８
８

１４
．６
６

１５
．６
１

４
．４
６

８
．６
５

－
１０
．６
１

係
数

（
３
）

１６
．８
９６

－
０
．１
４５

０
．６
４５

０
．３
６０

０
．３
１４

０
．２
１１

０
．３
８３

－
１
．３
５２

－
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モデルを考えた。１つ目のモデルは，世帯主の年齢とその自乗した年齢と導入

したモデルである。この場合，ライフサイクルにしたがうならば，世帯主の年

齢のパラメータの推定値の符号条件はプラスであり，その自乗のそれはマイナ

スでなければならない。他のモデルは，１９歳以下の世帯主を基準とした世帯主

年齢の５歳刻みのダミー変数を導入したモデルである。この場合，ダミー変数

のパラメータの推定値は，年齢刻みの増加とともに大きくなり，ある年齢のダ

ミー変数のそれをピークに，加齢とともにダミー変数のパラメータの推定値が

減少し続けることが要求される。表７によれば，世帯主の年齢とその自乗との

パラメータの推定値の符号は，ジャワ島全体，都市部および農村部ともに期待

どおりであり，統計的にゼロとの有意差を示している。５歳刻みの年齢ダミー

変数のパラメータの推定値の変化は，でこぼこがあるが，趨勢としてみれば期

待どおりになっているといえる。ただ，残念な点は，農村家計の年齢ダミー変

数のパラメータの推定値が統計的にゼロと有意差を示していないことである。

一時所得と恒常所得とは，６本の貯蓄関数においていずれの場合も，パラメー

タの推定値の符号が正で，かつそれらは統計的にゼロと有意差を示し，期待ど

おりの結果となっている。特に，一時所得の t－値が非常に大きな値となって

いる点に注目されたい。

農業所得と家内企業所得とは，サンプルが，非常に大きなマイナスから非常

に大きなプラスまで分布しているために，所得の不安定要因として導入した。

したがって，これらの所得は，予備的動機に基づく貯蓄の側面を示していると

いえる。これら所得のパラメータの推定値の符号は，６本の関数すべてにおい

て，期待どおりプラスであり，統計的にゼロと有意差を示す。

移転受取と移転支払いとは，事実認識で確認したように貯蓄の大きさを左右

する。したがって，貯蓄の説明をするために，これら２変数が採用された。こ

れらの変数のパラメータの推定値の符号は，６本の関数すべてにおいて，期待

どおりプラスであり，統計的にゼロと有意差を示す。

世帯特性を示す変数として，家族員数，０－４歳幼児数，世帯主男性ダミー

変数，および世帯主被雇用者ダミー変数が導入された。世帯主男性ダミー変数

と世帯主被雇用者ダミー変数とのパラメータの推定値の符号は，６本の関数す
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べてにおいて，期待どおりプラスであり，統計的にゼロと有意差を示す。しか

し，家族員数のパラメータの推定値の符号は，６本の関数すべてにおいて，マ

イナスとなり，統計的にゼロと有意差を示す。また，０－４歳幼児数のそれは，

３つの場合において，異なる結果となった。現時点で，筆者は，これらの結果

についての説明仮説を持ち合わせていない。今後の検討課題である。

ジャカルタ特別州を基準とした都市農村別州ダミー変数を導入した。これら

のダミー変数のパラメータの推定値は，統計的にゼロと有意差を示し，それぞ

れ６本の関数すべてにおいて，有意に機能していることがわかる。

以上の観察結果より，表７の貯蓄関数の推定結果は，予備的動機に基づく貯

蓄を加味したライフサイクル仮説にしたがった貯蓄関数であるといえる。

５．むすび

２００５年調査のインドネシア家計費調査スサナスの個別結果表を用いて，ジャ

ワ島内家計の貯蓄行動を，ライフサイクル仮説によって説明できる貯蓄関数の

計測が可能かどうかの検討を試みた。

分析に用いた２００５年スサナスは，消費と所得とが，モジュールとなった年で

あり，コア部分の９０，０６８戸の家計サンプルから，サンプルコードを照合キーと

することによって，モジュール部分の３０，０５６戸の家計サンプルに対応するコア

部分の家計サンプルを抽出し，両者を統合した。

世帯主の年齢階級別年当たり家計所得，消費支出総額および粗貯蓄の金額を

観察すれば，ジャワ島家計の消費行動の説明仮説として，ライフサイクル仮説

が妥当する点を示唆しているようであった。

ジャワ島全体の場合と，それを都市と農村に分割した場合とについて，所得

関数を推定し，それぞれの場合について，各サンプルの恒常所得と一時所得と

を推計した。

ジャワ島全体の場合と，それを都市と農村に分割した場合とについて，推計

した各サンプルの恒常所得と一時所得とを用いて，予備的動機に基づく貯蓄を

加味したライフサイクル仮説にしたがった貯蓄関数を推定した。推定結果は，
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統計的にも，経済学的にも満足いくものであった。

残された問題は，貯蓄関数推定に用いたデータが２００５年の単年値であり，消

費と所得とがモジュールとなる他の年のスサナスの個別結果表を用いて，貯蓄

関数を推定して，同一の結果を得られるかという点である。また，スサナスの

調査項目に対応した理論的に整合性を持った貯蓄関数のモデルを開発する点も

今後に残された問題である。

注

＊：小稿は，2007年度日本学術振興会科学研究費「疑似パネルデータ利用によるイン
ドネシア農家家計の貧困要因に関する数量的研究」（課題番号：18580236，研究代表
者：新谷正彦）における研究成果の一部である。なお，インドネシア国家統計局は，
インドネシア語で，Badan Pusat Statistikと表記され，略して BPSと呼ばれている。
下記の引用文献で，インドネシア国家統計局を BPSと略称する。

(1) 新谷（2006）を参照されたい。
(2) BPS（2005）の調査マニュアルを参照されたい。なお，出版年が不明であるので，

調査対象年の年号を使用した。
(3) 財産所得に，持ち家の見積もり家賃が含まれる。なお，移転所得は，ここでの家
計所得に含まれない。

(4) 各移転項目に，金額が記入されているサンプルをカウントした。なお，重複回答
のため，受取側合計と支出側合計とは，一致しない。

(5) 消費保険仮説の理論と実証に関する系譜については，Mace（1991），Cochrane
（1991），および，Dynarski and Gruber（1997）を参照されたい。

(6) 定義の引用は，清水谷（2003）によった。
(7) 各金融資産の受取と支出との項目に，金額が記入されているサンプルをカウント

した。なお，重複回答のため，受取側合計と支出側合計とは，一致しない。
(8) 泉田（2003）による訳語である。
(9) アリサンの存在とその機能については，Geertz（1962），Hospes（1992），Bouman

and Moll（1992），Seibel（1992），Varadharajan（2004），Takashino（2005）等，多
くの著作で論じられてきた。アリサンにはいろいろな種類があるので，アリサン
の存在と機能との理解のために，泉田（2003，pp.90‐91）の ROSCAsについての次
のまとめが有効である。すなわち，ROSCAsは，定期的に一定の参加者が集まり，
掛け金を支払い，満会になるまでに一度だけ給付を受ける組織であり，在来的な
社会関係の中で発生し，限られたグループ内で，貯蓄と借入とを連結しながら，
相互扶助的な共同行為の結果として，構成員の利益を増加させんとする組織であ
る。貧困家計に対する互助的な少額金融組織として機能すると考えられてきたア
リサンに対して，Varadharajan（2004）の研究結果は否定的である。しかし，Takashino
（2005）によるジョクジャカルタ特別州農村部における4か村の調査によれば，ア
リサンの落札者の平均所得は低く，120サンプル中69サンプルが落札した貨幣を
日々の消費財購入に使用しており，アリサンは貧困家計を含む農村部全体で機能
しているといえる。

(10) 説明変数の選択に Lusardi（1998）を参考にした。なお，説明変数の識別問題につ
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いては，考慮していない。この点は，今後の検討課題である。
(11) 予備的動機に基づく貯蓄の研究は，無数に存在する。Lusardi（1998）の引用文献
は，筆者にとって，それら研究の文献渉猟の出発点となった。

(12) 当初，恒常所得に対する粗貯蓄を説明変数に回帰させる貯蓄関数の推定も試みた。
しかし，推定された貯蓄関数は，統計的にも経済学的にも容認できる結果でなかっ
た。また，表4に示された項目である狭義の貯蓄額や金融資産の総増加額を説明変
数に回帰させる貯蓄関数の推定も試みた。この場合も，推定された貯蓄関数は，
統計的にも経済学的にも容認できる結果ではなかった。使用するスサナスの調査
項目と，貯蓄関数のモデルとが対応する検討が，今後の課題である。
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